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※本ニュースレターは、英文ニュースレターの翻訳版です。 
日本語訳と原文（英文）に差異が生じた場合には、原文が優先されます。 

1. 外国ポートフォリオ投資家に対する合算規定に係

る改定 

インドのキャピタルマーケットの規制機関であるインド証

券取引委員会（Securities Exchange Board of India：以
下「SEBI」）は、10％の投資制限を監視するに当たり、外

国ポートフォリオ投資家（Foreign Portfolio Investor：以
下「FPI」）による投資については共通受益所有権が存在

する場合（50％を超過する場合）、共通支配が存在する

場合及び共通上級管理役員（Senior Managing 
Official：以下「SMO」）が存在する場合を基準に、持ち分

割合を合算して取り扱う旨の規定を定めた 1。SEBI は、

当該枠組みの改定を定める通達 2を発行した。 

以下は、当該改定の概要である。 

 投資制限の適用においては、共通所有権が 50％を

超過する場合を基準に、合算して取り扱われるもの

とする。つまり、複数の FPI から成る共通受益所有

権が 50％を超過する場合には、インド企業 1 社に対

して 10％を上限とする FPI 投資制限の監視目的に

おいて、全ての FPI による投資が合算して取り扱わ

れる。共通支配とは、同一の者又は同一の者から成

る集団が複数の FPI に対して支配を有している状態

をいう 
 複数の FPI が共通の SMO を有する場合には、投資

制限に係る合算は行われない 
 以下に該当する FPI に関しては、投資制限につい

て、共通支配の有無を基準とした合算は行われない 
 適正に規制されている（つまり、証券市場規制

機関又は銀行規制機関によって規制されてい

る）公開リテールファンド 3 

                                                           

1 2018 年 4 月 10 日付 CIR/IMD/FPIC/CIR/P2018/64 
2 2018 年 12 月 13 日付 SEBI/HO/IMD/FPIC/CIR/P/2018/150 
3 公開リテールファンドとは、（1）リテール投資家に対して募集が行われる、特定の投資家種類要件（例：適格投資家に係る要件

等）を持たないミューチュアルファンド又はユニットトラスト、（2）単一の投資家との間に一対一の相関関係を有する分離ポートフォ

リオを維持していない保険会社及び（3）年金基金をいう。 

 その過半数が適正に規制されている公開リテー

ルファンドによって所有されているファンド 
 その投資管理者が適正に規制されている公開

リテールファンド 
 外国政府及びその関連する事業体並びに外国政府

機関に対する投資制限についてもまた、50％を超過

する共通所有権（直接所有であるか間接所有である

かを問わず）が存在する場合又は共通支配が存在す

る場合を基準に合算して取り扱われる 
 その投資事業体が別の所有権及び支配を有するこ

とを条件として、連邦制をとっている国家の他の州の

外国政府又はその関連する事業体による投資に関し

ては、合算は行われない 
 インド政府が他国の政府との間に特定の事業体が独

立した別個の存在であることを明確に認識する特定

の協定又は条約を締結している場合には、SEBI は、

当該協定及び条約の有効期間中、これらの FPI に
対する合算規定を緩和する場合がある 

さらに、1 つの FPI 集団（上記の基準に基づいて合算が

行われた）による投資の合計が、企業 1 社に対して

10％を上限とする投資制限に違反する場合には、当該

FPI は、該当するインド企業への払込資本金の持ち分が

10％未満になるよう、5 営業日以内に当該インド企業に

係る持ち株を売却しなければならない。これに従わない

場合には、当該投資は外国直接投資（Foreign Direct 
Investment：FDI）として取り扱われる。 
 

http://www.deloitte.com/jp/en/pages/tax/articles/it/global-tax-update-india-january2019.html
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2. 中央政府が在インド外国銀行の子会社化に関する

通知を発行 4 

従来、インドにおける外国銀行は、支店形態で業務運営

を行ってきた。インド準備銀行（Reserve Bank of India：
以下「RBI」）は 2008 年の世界金融危機後、2013 年 11
月に、在インド外国銀行による完全子会社の設立に係る

枠組み（以下「RBI スキーム」）を発表した。RBI スキーム

は、財政安定化という最優先事項を念頭に、外国銀行を

インドにおいて完全子会社として業務運営させることを目

的に策定された。これは、外国銀行である親会社がイン

ド国外で直面し得る困難から、同インド国内における業

務運営を保護することを目的としている。したがって、

RBI スキームにおいては、外国銀行が完全子会社化を

行う過程で現地法人の設立、現地取締役会の設立及び

資本のリングフェンス化を行うことが推奨されている。こ

れにより、インド子会社は親会社がインド国外で被る事

象の影響を回避することができる。 

RBI スキームには、特に以下が規定されている。 

 2010 年 8 月より前にインドで銀行業務を開始した外

国銀行は、支店形態を継続するか、又は支店を完全

子会社化するかのいずれかの方法により、インドで

銀行業務を継続することができるものとする 
 2010 年 8 月より後にインドで銀行業務を開始した外

国銀行又は開始申請を行う外国銀行は、RBI スキー

ムに記載された事項のいずれか 1 つにでも該当する

場合には、唯一完全子会社形態によってインドに参

入することを義務付けられる。当該記載事項として、

特に、複雑な構造を有する銀行、本国の法管轄地域

において適切な開示を行っていない銀行、株主が偏

っている銀行、解散又は清算手続の際に本国の預金

者に優先債権を付与する法律を定めている法管轄

地域に所在する銀行等が含まれる 

RBI スキームは、外国銀行によるインドの既存支店の完

全子会社化を促すために、外国銀行の完全子会社に対

して「内国民待遇に近い」形でインセンティブを提示して

おり、これにより、インドで業務運営を行う外国銀行は、

インドの銀行と公平な条件で営業を行うことができる。外

国銀行の更なる誘致及び外国銀行によるインド支店の

完全子会社化を促進するため、2012 年財政法により、

1961 年所得税法（以下「所得税法」）に第 115JG 条が

導入された。所得税法は、当該子会社化への転換に係

る特別措置を定めている。 

所得税法第 115JG 条は、特に、外国銀行によるインド

支店の子会社化への転換が、中央政府が通知した条件

を満たしている場合には、当該転換から生じるキャピタ

ルゲインに課税を行わない旨を定めている。当該通知に

は、未償却減価償却、損失の相殺又は繰越、特定企業

に係るみなし所得税の納付に関する税額控除及びインド

に子会社を有する外国企業の所得の算定において適用

される規定並びにこれらの修正、例外及び適応に係る規

定が明示されている。本条は、2013 年 4 月 1 日より導

入され、効力を生じる。 

中央政府は、所得税法に第 115JG 条が導入されてから

4 年後の 2017 年 11 月 17 日付でようやく通達案（以下

「通達案」）を発行した。当該通達案には、所得税法の第

                                                           

4 1961 年所得税法の第 115JG 条に基づく 

115JG 条の適用を受けるに当たり外国銀行グループが

満たさなければならない条件が明確に示されている。 

様々な利害関係者からのフィードバックに基づき、中央

政府は、現在、本件に関して 2 通の最終通達を発行して

いる。 

 通達 1：2018 年 12 月 6 日付 通達番号 85（2018
年） 

 通達 2：2018 年 12 月 6 日付 通達番号 86（2018
年） 

通達の要約については以下のリンクを参照されたい。  
＞＞Global Business Tax Alert（Deloitte India ウェブ

サイト（英語）） 

3. 被用者積立基金機構が社会保障協定に定める期

間を超える適用証明書の交付に関する標準手続

を制定 

インド政府は、社会保険料の二重負担を最小化／軽減

化するために、多くの国と社会保障協定（Social 
Security Agreement：以下「SSA」）を締結している。外

国人従業員が受け入れ国で社会保険料の免除を受ける

には、被用者積立基金機構（Employees’ Provident 
Fund Organization：以下「EPFO」）から適用証明書

（Certificate of Coverage：以下「CoC」）を取得する必要

がある。 

同様に、インドに赴任する個人がインドで社会保険料の

免除を受けるに当たっては、母国で CoC を取得すること

ができる。当該証明書は、SSA に定める期間を対象に、

当該機構から交付を受けることができる。その他の場合

には、CoC の交付前に、管轄当局の同意を得る必要が

ある。従来は当該手続が徹底されていないがために、管

轄当局の承認を得ることなく、規定の期間を超えた証明

書が交付されていた。今般、EPFO は、通達を発行し、

SSA に定める期間を超える CoC の交付に関する標準

手続を示した。 

（インドから他国に赴任する）外国人従業員を対象とした

標準手続は、以下のとおりである。 

 SSA に定める期間を超える CoC の延長に関する

（従業員及び雇用主からの）共同申請書は、EPFO
の担当地域の事務局に提出する 

 当該申請書は、適切な承認を得るため、本部を経由

して、就労先である外国の社会保障局に転送される 
 担当地域の事務局においては、相手国の管轄当局

から同意を得次第、延長期間を対象とした CoC を交

付する 
 CoC の取消し、変更及び延長に関する全ての事項

について、当該 CoC を交付した担当地域の事務局

の本来の権限は、管轄当局にあるものとする 

インドに赴任する従業員について：インドに赴任する外国

人の場合、この反対の手続が適用される。この場合に

は、積立基金地域コミッショナー（Regional Provident 
Fund Commissioner：RPFC）が、SSA に定める期間を

超える延長期間を対象とした CoC の交付に関して、同

意を示さなければならない 

https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/in/Documents/tax/Global%20Business%20Tax%20Alert/in-tax-gbt-alert-foreign-bank-branch-subsidiarisation.pdf
https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/in/Documents/tax/Global%20Business%20Tax%20Alert/in-tax-gbt-alert-foreign-bank-branch-subsidiarisation.pdf
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